
　わが国唯一の国立図書館として昭和２３年に設立さ

れた国会図書館の蔵書は、和漢書５１２万冊、洋書２１５

万冊、計７２７万冊におよび、国内最大の規模を有し

ている。これらの蔵書は、明治初年以来の継続的な

収書活動のうえに成立しており、同館の前身である

帝国図書館および帝国議会付属の図書館は、国会図

書館へ統合される時点で、それぞれ、和書９２万冊、

洋書１５万冊、和書１３万冊、洋書４万冊を所蔵してい

た。戦前期に収集された図書は、戦後の国会図書館

発展の基盤として、同館蔵書のなかで重要な位置を

しめるといえよう。

　本資料は、国会図書館の蔵書のうち、昭和元年か

ら昭和２４年まで（昭和戦前期および占領初期）に刊

行された社会科学分野の団体、個人著作物３万８千

件、５万冊あまりをデジタル化（ＣＤ－Ｒ版）した

ものである。団体著作物、個人著作物ともに１０の部

門に分かれており、社会科学一般（団体著作物３２０

件、個人著作物１，２８１件）、政治（団体著作物２，２９７

件、個人著作物３，３９６件）、法律（団体著作物１，１１１

件、個人著作物３，０６４件）、経済（団体著作物２，７４０

件、個人著作物４，４１７件）、財政（団体著作物６５６件、

個人著作物４９０件）、統計（団体著作物１，０９２件、個

人著作物２８７件）、社会（団体著作物２，０４８件、個人

著作物２，３３０件）、教育（団体著作物３，３８５件、個人

著作物５，３９０件）、風俗・習慣（団体著作物１３９件、

個人著作物９１６件）、国防・軍事（団体著作物８３３件、

個人著作物１，２２６件）から構成される。

　昭和戦前期に刊行された図書は、その重要性にも

かかわらず、公共図書館や大学図書館に所蔵されて

いないことが多く、帝国図書館旧蔵図書である本資

料は、コレクションの網羅性という点で第一級の価

値を有している。また、これらの図書には、紙や印

刷の劣化から閲覧が制限され、研究者が目にするこ

とのできなかった資料や、未整理のまま保存されて

きたため、デジタル化によって初めて公開される資

料が多数含まれており、この点が、本資料の大きな

特色となっている。初公開資料は、出版物に対する

検閲により発禁となった図書、パンフレット、内部

資料から構成される。発禁図書は帝国図書館と内務

省に保管され、このうち、内務省保管分は終戦に伴

い米軍に接収され、サンフランシスコ講和条約締結

後、国会図書館へ返却された。いっぽう、パンフレ

ットは、政治、経済、社会問題の啓蒙、宣伝のため

に作成された政治性の強い出版物であり、内部資料

は、官庁や各種団体が内部向けに作成、配布したも

のである。これらの図書は学術的、歴史的に高い価

値を有しており、社会科学分野の歴史研究にとって

不可欠の資料となろう。そして、現代の社会を考察

する上でもさまざまな示唆を与えうると思われる。

　今回、本学図書館に所蔵されたのは、団体著作物

の政治、法律、経済、財政、統計、風俗・習慣、国

防・軍事部門、および個人著作物の社会、風俗・習

慣部門の計９部門である。各部門の分類・内容は以

下のとおりである。

　団体著作物の政治部門：政治一般（１６０件）、政治

学・政治思想（１９件）、政治史・政治事情・地政学

（１９４件）、国家・政体（７件）、議会・選挙（２４３件）、

政党・政治結社（１２０件）、政治運動・民族問題（４４

件）、行政（６３０件）、地方自治・地方行政（５７７件）、

外交・国際問題（３０３件）。

　法律部門：法律・法令集（２４２件）、法律学・法哲

学（９件）、法制史（４６件）、憲法・行政法（６６件）、

民法・私法（１０３件）、商法（７９件）、刑法・刑事学

（１３１件）、司法制度・訴訟手続法（１６０件）、諸法

（１４１件）、国際法（１３４件）。

　経済部門：経済一般（３０４件）、経済学・経済思想

（１１件）、経済史・経済事情（４８３件）、経済政策・経

済体制・戦時経済・資本主義（２６１件）、人口・移植

民（２４９件）、経営学・経営管理・産業・組合（４４８

件）、景気・恐慌（３１件）、貨幣・通貨・物価・イン
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フレーション（２８６件）、金融・銀行・信託（５０９件）、

保険（１５８件）。

　財政部門：財政・財政学・財政史・財政事情・財

政政策・財務行政・予算・決算（１５１件）、租税・関

税・公債・官業・専売（３７９件）、地方財政（１２６件）。

　統計部門：統計一般（３３件）、日本（７７３件）、外

国（８１件）、人口統計・国勢調査（２０５件）。

　風俗・習慣部門：風俗・習慣・民俗学・風俗史・

民族誌（１８件）、衣食住・社会風習（２８件）、祭礼・

年中行事・冠婚葬祭・礼儀作法・社交（４４件）、伝

説・民話・民謡（３４件）、民族学（１５件）。

　国防・軍事部門：国防・軍事一般（１１５件）、軍

備・軍事行政（１４３件）、国防史・軍事事情（４４件）、

戦争・戦略・戦術（７８件）、軍事医学・兵食・軍需

品・軍用動物（２５件）、陸軍（２４７件）、海軍（１０９

件）、空軍・防空（７１件）、古代兵法（１件）。

　個人著作物の社会部門：社会一般・社会学（１８５

件）、社会史・社会組織（８４件）、社会思想・社会主

義・社会政策・社会保障（４４９件）、社会保険（１０９

件）、生活問題（８８件）、労働問題（６２１件）、婦人問

題・性問題（３５９件）、階級問題・社会的団体（１３３

件）、社会病理・社会事業・災害（３０２件）。

　風俗・習慣部門：風俗・習慣・民俗学・風俗史・

民族誌（２７３件）、衣食住・社会風習（１７２件）、祭

礼・年中行事・冠婚葬祭・礼儀作法・社交（１７７件）、

伝説・民話・民謡（１９９件）、民族学（９５件）。

　こうした図書のうち、政治および経済部門の初公

開資料をみると、政党、国策機関、産業団体などが

発行したパンフレットが大半をしめている。主要な

発行団体としては、政治部門では、国策研究会、昭

和研究会、東方会、帝国在郷軍人会、黒竜会、社会

大衆党、政友会、民政党、日本共産党、日本労農党、

大政翼賛会、内閣情報部、満州青年同盟、内務省、

南洋協会、満鉄東亜経済調査局、東亜研究所などが、

経済部門では、国策研究会、昭和研究会、実業同志

会、日本経済連盟、重要産業協議会、全国産業団体

連合会、産業組合中央会、人口問題研究会、協調会、

国民貯蓄組合、全国金融統制会、商工組合中央金庫、

国策産業協会、職業協会などがあげられる。パンフ

レットのテーマとしては、政治部門では、議会報告、

天皇機関説、内閣批判、対支政策、ロンドン軍縮会

議、斎藤反軍演説、軍部・政党対立、国際連盟脱退、

対英米ソ戦争、南進論などが、経済部門では、経済

統制、金解禁、企業合同、産業組合、財閥、井上財

政、高橋財政、馬場財政、日満経済ブロックなどが

あげられる。こうしたパンフレットの内容が、当時

の世相を色濃く反映していることはいうまでもない。

本資料を読み解くことは、各分野の研究の進展につ

ながるだけでなく、昭和戦前期という激動の時代を

追体験することにもなるだろう。
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